
最近のトピック（国土交通省プレス発表資料等）



働きかけの実施状況 （Ｒ１．７～Ｒ５．１０）
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全トラック事業者を対象にした調査の概要（速報）

本調査により得られた情報とこれまでトラックＧメンが取集した情報等を照らし合わせ、

明らかとなった悪質な荷主・元請事業者に対し、速やかに法的措置（「働きかけ」「要請」「勧告・公
表」）を発動！

12



要請の実施事例
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こちらからエントリー可能です。

トラック運転者の長時間労働改善に向けて「荷主どうし」の 共同配送に興味
のある荷主企業を募集します（令和５年度）

厚生労働省は、「荷主連携マッチング～あい積(づみ)ミーティング～」※と題して、共同配送に興味のある
荷主企業の皆さまを対象に、物流生産性の向上とトラック運転者の長時間労働改善に向けた意見交換を
行うオンラインミーティングを、11月からテーマごとに隔月で開催します。
※トラック運転者の長時間労働改善のため、ともに取り組む荷主企業との出会いを支援する場です。日頃、出会うことのない他の荷主の方々と物流生産性向上
に向けた意見交換をすることで、「共同配送」などの新たな仕組み等を考えるきっかけとなる場です。

https://driver-roudou-jikan.mhlw.go.jp/truck

開催概要
トラック運転者の長時間労働改善に向けて、荷主どうしの出会いを支援し、物流における連
携のきっかけを提供するオンラインミーティングです。日頃出会うことのない他の荷主の方
々と、共同配送を通じた物流生産性向上に向けた意見交換をしてみませんか？開催テーマ
ごとに、オンラインで11月・1月・2月に開催する予定です。（ 11月・1月は受付〆切済み）詳細
は、参加エントリーされた企業にお知らせします。

開催テーマ
11月開催 関東地方内(近距離配送)の荷主どうしの連携 エントリー〆切済み

1月開催 中部地方内(近距離配送) の荷主どうしの連携 エントリー〆切済み

2月開催 関東・中部地方間の幹線運行往復化の荷主どうしの連携

募集概要
[募集対象] 「荷主どうし」の共同配送に興味のある荷主企業
[開催テーマ] 「関東地方」「中部地方」「関東・中部地方間」に注目した共同配送
[募集方法] ポータルサイトから参加エントリーを受け付けています。

エントリーする企業には、当該企業の物流の状況などを回答していただく「参加申

込書」と「自己紹介カード」を、厚生労働省委託事業者（株式会社富士通総研）から
メールで送付します。

企業からの「参加申込書」などの提出をもって参加申込完了となります。
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「「ホワイト物流」推進運動セミナー」を開催します！

※ホワイト物流推進運動については後ほど詳しくご説明します。

国土交通省では、「ホワイト物流」推進運動の更なる推進のため、「「ホワイト物流」推進運動 セ
ミナー」を開催します。 オンラインセミナーのため、どこからでもお気軽にご参加いただけます！

第２回：１１月９日（木）13:00～15:55 終了
・働き方改革の実現とコンプライアンスの徹底でＣＳ・ＥＳ・ ＦＳ
（家族の満足度向上）の達成へ （新雪運輸株式会社）

第３回：１２月７日（木）13:00～15:55 
・トラック待機時間・倉庫終了時間の削減取組みについて
（タカラスタンダード株式会社）
・ご講演題調整中（SBS 東芝ロジスティクス株式会社）

第４回：１月２６日（金）13:00～15:55 
・皆で運ぶ物流の未来（仮）
（NEXT Logistics Japan 株式会社）

第５回：２月１５日（木）13:00～15:55 
・「ステークホルダーとの相互理解」「運転手ファースト」で取り組むホ
ワイト物流 （もりか運送株式会社）

第６回：３月７日（木）13:00～15:55 
・輸送事業の課題解決に向けて ～ 「DX」による事故未然防止と
業務効率化・法規制強化への取り組み～

（ロジスティード株式会社）

第１回：１０月１９日（木）13:00～15:55 終了
・働き方改革の実現とコンプライアンスの徹底でＣＳ・ＥＳ・ ＦＳ
（家族の満足度向上）の達成へ （新雪運輸株式会社）

・「ホワイト物流」推進運動の紹介（動画）
・我が国の物流の革新に向けた取組みの動向 （国土交通省物流・自動車局貨物流通事業課）
・改善基準告示の改正と発注者等への要請 ２０２４年４月適用の時間外上限規制、改正改善基準告示のポイントと監督署が行う
発注者等への要請、各種支援を紹介 （厚生労働省）

・セミナー参加申込みフォーム https://white-logistics-movement.jp/seminar/

各回独自のコンテンツ（講演）

各回共通のコンテンツ
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中小企業庁及び公正取引委員会は、下請取引の適正化について、下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」という。）の迅速か
つ的確な運用と違反行為の未然防止、下請中小企業振興法（以下「下請振興法」という。）に基づく振興基準の遵守を指導すること
等を通じ、その推進を図っています。特に、毎年11月を「下請取引適正化推進月間」とし、下請法の普及・啓発事業を集中的に行ってい
ます。本年度は以下の取組を行います。

（1）下請取引適正化推進講習会の実施（公正取引委員会との連携事業）

（2）適正取引講習会（テキトリ講習会）の開催（中小企業庁独自事業）

（3）下請かけこみ寺の利用促進（中小企業庁独自事業）

（4）広報誌等への掲載・掲示（公正取引委員会との連携事業）

オンライン（適正取引支援サイト）により、親事業者の下請取引担当者等を対
象に、下請法及び下請振興法の趣旨・内容を周知徹底します。
適正取引支援サイト https://tekitorisupport.go.jp/

発注側企業と受注側企業の間の適正な価格に基づく取引を推進するため、受
注側企業の経営者・担当者を対象とした「価格交渉サポート」、発注側企業の
購買・調達担当者も対象とした下請法の遵守に向けて、様々な取引事例や違
反事例を中心に解説した「下請法」のオンライン講習会を開催いたします。

「下請かけこみ寺」（全国48ヶ所に設置）では、中小企業の皆さんが抱える取
引上の悩み相談を受け付けております。問題解決に向けて、専門の相談員や弁
護士がアドバイスを行います。
下請かけこみ寺事業 | 公益財団法人 全国中小企業振興機関協会外部サイト
https://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/index.htm

・政府広報（新聞各紙、インターネット）
・ホームページ、メールマガジンを通じた広報
・都道府県や中小企業関係団体、事業者団体等の協力による機関誌等を通
じた広報

下請取引を行っている事業者に「下請取引適正化推進月間」を認知して頂くことを目
的として、キャンペーン標語の一般公募を行ったところ、全国から409点の御応募があり
ました。その中から、公正取引委員会における厳正な審査の結果、入選作品５点を選
定し、その中から、キャンペーン標語となる特選作品を決定しました。

キャンペーン標語は、下請取引適正化推進講習会テキストの表紙などに使用するほか
、各種講習会で紹介するなどにより、事業者のコンプライアンス向上に資するよう幅広く
活用します。

特選作品
「見直そう」 その一言で 救われる
柴 秀雄（しば ひでお）さん

入選作品

繋げよう 発注者からの 協議の輪
青柳 婦美子（あおやぎ ふみこ）さん

発注者から積極協議で 高まる企業価値
野田 悟（のだ さとし）さん

発注者から 協議の提案 一歩前進 適正価格
山野 大輔（やまの だいすけ）さん
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「過重労働解消キャンペーン」を１１月に実施します。

過労死等防止対策については、過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100号）及び「過労死等の防止のための対策に関す
る大綱」（平成27年７月24日策定、令和３年７月30日変更）に基づき取組を行ってきました。しかしながら、過労死等の件数は近
年高止まりの状況にあり、また、平成31年４月１日から順次施行されている時間外労働の上限規制が令和６年４月１日から工作物
の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師等にも適用されることから、引き続き、企業への法制度のきめ細かな周知等を
通じ、長時間労働の削減等の過重労働解消に向けた機運の醸成を行う必要があります。
このため、厚生労働省では、「過労死等防止啓発月間」の一環として「過重労働解消キャンペーン」を11月に実施し、長時間労働の削

減等の過重労働解消に向けた取組を推進するため、使用者団体・労働組合への協力要請、リーフレットの配布などによる周知・啓発等
の取組を集中的に実施します。

［実施期間 令和５年11月１日（水）から11月30日（木）までの１か月間］

施策紹介

（１）労使の主体的な取組を促します
過重労働解消キャンペーンの実施に先立ち、使用者団体や労働組合に対し

、長時間労働削減に向けた取組に関する周知・啓発等について、厚生労働大
臣名による協力要請を行い、労使の主体的な取組を促します。また、自社の働
き方改革等により、下請等中小事業者に「しわ寄せ」が生じることのないよう傘下
団体・企業等への周知啓発を、併せて要請します。なお、都道府県労働局にお
いても同様の取組を行います。

（２）労働局長によるベストプラクティス企業との意見交換を実施します
都道府県労働局長が地域において、長時間労働削減に向けて積極的に取り

組んでいる企業やそれに協力する取引先企業等との意見交換を行い、当該企
業の長時間労働の削減に向けた取組事例を収集するとともに、ホームページなど
を通じて地域に紹介します。

（３）長時間労働が行われていると考えられる事業場等に対する重点監督を実施します
ア 監督の対象とする事業場等 以下の事業場等に対して、重点監督を実施します。

i 長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場や各種情報から時間外・休日労働時間数が1か月当たり80時間を超えていると
考えられる事業場等

ii 労働基準監督署及びハローワークに寄せられた相談等から、離職率が極端に高いなど若者の「使い捨て」が疑われる企業等
イ 重点的に確認する事項

i 時間外・休日労働が「時間外・休日労働に関する協定届」(いわゆる36協定)の範囲内であるか等について確認し、法違反が認められた場合は是正指導します。
ii 賃金不払残業が行われていないかについて確認し、法違反が認められた場合は是正指導します。
iii 不適切な労働時間管理については、労働時間を適正に把握するよう指導します。
iv 長時間労働者に対しては、医師による面接指導等、健康確保措置が確実に講じられるよう指導します。

ウ 厳正な対応 監督指導の結果、 重大・悪質な法違反が認められた場合は、送検し、公表します。
※監督指導の結果、１年間に２回以上同一条項の違反について是正勧告を受けた場合等は、ハローワークにおいて、一定期間求人を受理しません。 また、職業紹介
事業者や地方公共団体に対しても、ハローワークと同様の取組を行うようご協力をお願いしています。 18



（４）労働相談等のご案内

厚生労働省では、11月１日（水）から11月７日(火）までの過重労働相談受付集中期間を含め、下記の窓口にて労働相談等に対応する体制を設けています。過
重労働等に関する悩みや疑問がありましたらご連絡ください。

ア 最寄りの都道府県労働局・労働基準監督署（開庁時間 平日８：30～17：15）
イ 労働条件相談ほっとライン【委託事業】

０１２０－８１１－６１０（はい！ろうどう（フリーダイヤル）相談受付時間：月～金17：00～22：00、土日・祝日９：00～21：00 ）
https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/lp/hotline/

（５）キャンペーンの趣旨などについて周知・啓発を実施します
使用者等へのリーフレットの配布、広報誌、ホームページの活用により、キャンペーンの趣旨などについて広く国民に周知を図ります。

（６）過重労働解消のためのセミナーを開催します

企業における自主的な過重労働防止対策を推進することを目的として、10月～１月を中心に全国でオンラインまたは会場開催により、「過重労働解消のためのセミナー」
【委託事業】を開催します。（無料でどなたでも参加できます。）セミナーＨＰhttps://kajyu-kaisyou-zenkiren.com/
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働き方改革推進支援助成金について
［申請〆切 令和５年11月30日（木）まで］

20


